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第１ 総則 

１．計画策定の背景と目的 

平成７年１月１７日に発生した阪神・淡路大震災においては、建築物に多数の被害が

生じ、６，４００ 名を超える貴重な人命が失われ、その大半は、住宅や建築物の倒壊

等による圧迫死や窒息死によるものであった。 

また、平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災においては、津波や地震、延焼

等により、死者・行方不明者が約２万人に達し、全壊住宅約１２万戸、半壊住宅約２８

万戸という阪神・淡路大震災を超える甚大な被害をもたらした。 

一方、平成２４年７月の政府の中央防災会議防災対策推進検討会議最終報告では、

「２１世紀前半に南海トラフ沿いで大規模な地震が発生することが懸念されている。加

えて首都直下地震、火山噴火等の大規模災害が発生するおそれも指摘されている。これ

らの災害が、最大クラスの規模で発生した場合に、東日本大震災を超える甚大な人的・

物的被害が発生することはほぼ確実である。」と示されていることから、建築物の地震

に対する安全性の向上を図り、住宅・建築物の耐震化を一層促進していくことが喫緊の

課題となっている。 

住宅・建築物の耐震化については、中央防災会議で決定された建築物の耐震化緊急対

策方針（平成１７年９月）において、全国的に取り組むべき社会全体の国家的な緊急課

題として位置づけられ、「建築物の耐震改修の促進に関する法律」（以下「法」という）

に基づき、各地方公共団体において計画的な耐震化を進めるため「耐震改修促進計画」

を策定することとされ、本市においても平成２０年３月に「川口市建築物耐震改修促進

計画」を策定したところである。その後、平成２５年に法が改正され、不特定多数の者

や避難弱者が利用する大規模な建築物に対して耐震診断を義務付けるなど、建築物の耐

震改修の促進に向けた取組みが強化されたことに加えて、首都直下地震緊急対策推進基

本計画（平成２７年３月３１日閣議決定）において、住宅及び多数の者が利用する建築

物の耐震化率を９５％（令和２年度末）とする目標が掲げられ、平成２８年３月及び平

成３０年１２月に基本方針の改正告示により令和７年を目途に耐震性が不十分な住宅

並びに診断義務付け対象建築物をおおむね解消とする目標が明示されたところである。

（表１） 

こうした背景の中で、本市においても、住宅・建築物の耐震化をこれまで以上に促進

し、市民の生命や財産を守るため、改正された法の主旨及び埼玉県耐震改修促進計画を

踏まえ、本市における新たな耐震化の目標及び目標達成のために必要な施策を定めるべ

く「川口市建築物耐震改修促進計画」（以下「本計画」という。）を改訂するものであ

る。 
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表１ 本計画策定までの主な経過 

年月日 経過 備考 

昭和56年6月 建築基準法改正 新耐震基準導入 

平成7年1月 兵庫県南部地震 

（阪神・淡路大震災） 

最大震度7 

死者・行方不明者6,437人 

住宅全壊104,906棟、半壊144,274棟

一部損壊390,506棟 

（内閣府ＨＰより） 

旧耐震基準の建物に大きな被害が発生 

平成7年10月 耐震改修促進法制定  

平成12年6月 建築基準法改正 木造住宅の接合部の仕様を明示 

平成16年10月 新潟県中越地震 最大震度7 

平成18年1月 耐震改修促進法改正 

建築物の耐震診断及び耐震改修の促
進を図るための基本的な方針の告示

（以下「国の基本方針」という） 

国の基本方針に基づき、都道府県

耐震改修促進計画の規定 

平成20年3月 川口市建築物耐震改修促進計画策定 平成27年度の耐震化率の目標設定 

住宅 90％ 

多数の者が利用する建築物 90％ 

平成23年3月 東北地方太平洋沖地震 

（東日本大震災） 

最大震度7 

死者19,729人、行方不明者2,559人

住宅全壊121,996棟、半壊282,941棟

一部損壊748,461棟 

（内閣府ＨＰより） 

平成25年10月 国の基本方針の改正告示 令和2年までに住宅の耐震化率95

％の目標を明示 

平成25年11月 耐震改修促進法改正 大規模な建築物の耐震診断の義務

化など、耐震化の促進に向けた取

組を強化 

平成27年2月 首都直下地震に備える埼玉減災プラ

ン-埼玉県震災対策行動計画-策定 

令和2年度までに住宅の耐震化率

95％目標を設定 

平成27年3月 首都直下地震緊急対策推進基本計画

閣議決定 

令和2年までに住宅及び多数の者

が利用する建築物の耐震化率を95

％の目標を明示 

平成28年3月 国の基本方針の改正告示 令和7年までに耐震性が不十分な

住宅をおおむね解消とする目標を

明示 
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平成28年4月 川口市建築物耐震改修促進計画改定 令和2年度までの耐震化率の目標 

住宅 95％ 

多数の者が利用する建築物 95％ 

平成28年4月 熊本地震 最大震度７（2回記録） 

死者273人 

住宅全壊8,667棟、半壊34,719棟、 

一部破損163,500棟 

（内閣府ＨＰ災害情報より）

平成12年5月31日以前に建築され

た住宅にも倒壊被害が発生 

平成29年3月 川口市都市計画基本方針 緊急輸送道路の沿道建築物の耐震化

の促進等 

平成29年3月 埼玉県住生活基本計画改定 令和7年までに耐震性を有しない

住宅ストックをおおむね解消する

目標を設定 

平成29年3月 埼玉県地域強靭化計画策定 令和3年度までに多数の者が利用

する民間建築物の耐震化率95％以

上とする目標を設定 

平成29年7月 埼玉県５か年計画「希望・活躍・う

るおい埼玉」策定 

平成30年6月 大阪府北部地震 最大震度６弱 

死者4人（うちブロック塀崩落により2

人死亡） 

住宅全壊9棟、半壊87棟、 

一部破損27,096棟 

（内閣府ＨＰ災害情報より） 

平成30年9月 北海道胆振東部地震 最大震度７ 

死者42人 

住宅全壊462棟、半壊1,570棟、 

一部破損12,600棟 

（内閣府ＨＰ災害情報より） 

平成30年12月 国の基本方針の改正告示 令和7年を目途に耐震性が不十分

な診断義務付け対象建築物をおお

むね解消とする目標を明示 

平成31年1月 耐震改修促進法施行令改正 避難路沿道の一定規模以上のブロ

ック塀等について診断義務化な

ど、耐震化の促進に向けた取組を

強化 

平成31年4月 川口市建築物耐震改修促進計画一部

改訂 

通学路に面したブロック塀の安全

対策補助事業を記載 

令和2年3月 川口市住生活基本計画策定 安全性の高い住宅の供給の促進等 
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２．本計画の位置づけ 

法では、第６条第１項に都道府県耐震改修促進計画に踏まえ、市町村耐震改修促進計

画を定めるよう努めることと規定されている。 

本計画は、埼玉県耐震改修促進計画や川口市地域防災計画等を踏まえて、法に基づき、

本市における建築物の耐震診断及び耐震改修を促進するための計画として策定するも

のである。（図１） 

図１ 川口市建築物耐震改修促進計画の位置づけ

３．計画の対象 

（１）対象区域 

本計画の対象区域は、本市の全域とする。

（２）計画期間 

本計画の計画期間は令和３年度から令和７年度までとする。また、計画及び事業の進

捗状況や社会情勢を考慮し、中間年度に進捗状況の確認を行うとともに、計画内容を検

証し、必要に応じて計画内容や目標の見直しを行う。 

川口市都市計画 

基本方針 

（平成29年3月） 

川口市建築物耐震改修促進計画 

（令和3年4月） 

川口市地域防災計画 

（令和2年3月）

建築物の耐震改修の促進に関する 
法律（平成7年10月法律第123号） 

埼玉県建築物 
耐震改修計画 

（令和3年3月）

第５次川口市総合計画 

後期基本計画 

（令和3年4月） 
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第２ 建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標 

１．地震履歴 

本市では、過去に何回か大きな地震で被害を受けている。中でも大きな地震としては、

1855年（安政2年）の安政江戸地震（M6.9）、1923年（大正12年）の関東地震（関東大

震災）（M7.9）が挙げられる。（表２） 

表２ 本市の地震災害履歴 

№ 発生年月日 震源地域 Ｍ 埼玉県を中心とした被害の概要

１
1649.7.30 
（慶安2年）

武蔵

下野
7.0

川越で大地震。町屋で700件大破。500石の村、700石
の村で田畑３尺ゆり下がる。上野東照宮の大仏の頭落

ち日光東照宮の石垣・石の囲い垣が破損し、八王子、

伊那で有感。余震日々40から50回。

２
1791.1.1 
（寛政2年）

川越

蕨

6～
6.5

蕨で堂塔の転倒、土蔵等の破損。

川越で喜多院の本社屋根等破損。

３
1855.11.11 
（安政2年）

江戸 6.9

埼玉県内における推定震度は、大宮・戸田・越谷５、

蕨５～６、浦和６。

旧河川跡の震動が強く、また埼玉県下では荒川沿いに

土手崩れ、液状化による噴泥砂等の噴出が見られた。

４
1859.1.11 
（安政5年）

岩槻（現さ

いたま市）
6.0 居城本丸櫓・多門その他ところどころ破損。

江戸・佐野・鹿沼で有感。

５
1894.6.20 
（明治27年）

東京湾

北部
7.0

埼玉県内の震度は4～5。
埼玉県下では南部で被害が発生した。

鳩ヶ谷で土蔵の崩壊10・家屋破損5、川口で家屋土蔵

の破損25・南平柳村で家屋小破50・土蔵の大破3、水

田の亀裂から泥を噴出した。

６
1923.9.1 
（大正12年）

関東

大地震
7.9

埼玉県内の死者316名、負傷者497名、行方不明96名、

全壊家屋9,264戸、半壊家屋7,577戸。

県下では特に、川口町を中心とする東京に接した東南

部での被害が大きく、川口町、粕壁町、幸手町の三市

街地が各郡における被害の中心地であるかのように見

受けられた。

７
1931.9.21 
（昭和6年）

西埼玉

地震
6.9

震央は埼玉県西部の山地であるが、被害は中部・北部

の荒川・利根川沿いの沖積地に多く発生し笠原、深谷、

鴻巣、吹上付近で被害が大きかった。

県内の死者11名、負傷者114名、全壊家屋172戸、半壊

家屋280戸。川口町の推定震度は5である。この地震に

よる被害はほとんど発生しなかった。

８
1968.7.1 
（昭和43年）

埼玉県

中部
6.1

震源の深さが50㎞であったため、規模の割に小被害で

すんだ。

被害は東京で負傷者6名、家屋一部損壊15戸、非住家

破損1戸、栃木県で傷者1名が発生した。

９
2011.3.11 
（平成23年）

東北地方

太平洋沖
9.0

埼玉県宮代町で震度６弱。川口市では震度５強。埼玉

県内の被害は、負傷者104名、全壊家屋24戸、半壊家

屋194戸、家屋一部損壊16,161戸、火災発生12件。

液状化による住宅被害は全壊12戸、大規模半壊39戸、

半壊56戸、一部損壊423戸。

出典：川口市地域防災計画（共通編） 
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２．想定される地震の規模及び被害の状況 

本市では、近年発生した大地震や風水害等の被害状況を踏まえ、平成24年度に「川口

市防災アセスメント調査」を実施し「川口市地域防災計画（平成26年3月）」を策定し

ている。この中において、図２の東京湾北部地震の震度予測を基に、本市における被害

想定を公表している（表３）。 

出典：埼玉県地震被害想定調査結果（第１次報告 平成 25 年 8 月） 

図２ 埼玉県内における東京湾北部地震の震度予測 

表３ 地震被害の想定 

出典：川口市地域防災計画（共通編） 

項目 被害内容 
被害想定数 

震度６強～震度５強

建

物 

木造 

ゆれによる被害 

全壊数 4,365 棟

全壊率 3.7％

半壊数 15,017 棟

半壊率 12.7％

液状化による被害 全壊数 970 棟

急傾斜地による被害 全壊数 13 棟

非木造 

ゆれによる被害 

全壊数 412 棟

全壊率 1.0％

半壊数 1,312 棟

半壊率 3.2％

液状化による被害 全壊数 666 棟

急傾斜地による被害 全壊数 0 棟
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３．緊急輸送道路沿道の建築物の耐震化の重要性 

地震発生時に多数の者の円滑な避難、救急・消防活動の実施に必要な道路として、緊

急輸送道路沿道の建築物の耐震化は重要である。特に本市においては、東京に隣接して

おり、東京に繋がる主要な道路の通行確保は急務である。 

本計画においては、埼玉県耐震改修促進計画で位置づけられた緊急輸送道路のうち、

市内にある表４及び図３で示す路線を緊急輸送道路とする。 

また、倒壊により道路を閉塞する恐れのある建築物（以下「緊急輸送道路閉塞建築物」

という。）を図４に示し、該当する建築物について耐震化に向けた啓発活動を個別に行

う。 

表４ 市内における緊急輸送道路 

No. 道路種別 路線名 管理者 緊急輸送道路種別 

① 直轄国道 国道298号 国土交通省 第一次特定緊急輸送道路

② 一般国道 国道122号 埼玉県 第一次特定緊急輸送道路

③ 主要地方道 足立川口線 埼玉県 第一次特定緊急輸送道路

④ 主要地方道 さいたま川口線 埼玉県 第一次緊急輸送道路 

⑤ 主要地方道 さいたま草加線 埼玉県 第一・二次緊急輸送道路

⑥ 主要地方道 川口上尾線 埼玉県 第一次緊急輸送道路 

⑦ 主要地方道 台東川口線 埼玉県 第一次緊急輸送道路 

⑧ 主要地方道 練馬川口線 埼玉県 第二次緊急輸送道路 

⑨ 主要地方道 川口停車場線 埼玉県 第一次緊急輸送道路 

⑩ 市町村道 幹線７６号 川口市 第一次緊急輸送道路 

⑪ 一般県道 川口蕨線 埼玉県 第二次緊急輸送道路 

⑫ 市町村道 幹線１０号線 川口市 第二次緊急輸送道路 

⑬ 市町村道 幹線１１号線 川口市 第二次緊急輸送道路 

⑭ 市町村道 南平１９号線 川口市 第二次緊急輸送道路 

⑮ 市町村道 南平２０号線 川口市 第二次緊急輸送道路 

⑯ 市町村道 南平２７号線 川口市 第二次緊急輸送道路 

⑰ 市町村道 幹線７３号線 川口市 第二次緊急輸送道路 

⑱ 市町村道 神根５２１号線 川口市 第二次緊急輸送道路 

⑲ 市町村道 神根５２０号線 川口市 第二次緊急輸送道路 

⑳ 市町村道 幹線２５号線 川口市 第二次緊急輸送道路 

※「緊急輸送道路」については埼玉県県土整備部道路環境課ＨＰに記載 
   https://www.pref.saitama.lg.jp/a1006/jigyousyoukai/k-road.html 
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 図３ 本市における緊急輸送道路 
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図４ 緊急輸送道路閉塞建築物 

①前面道路幅員(L)が12mを超える場合 
 道路境界からXm離れた地点の高さが

(L/2+X)を超える建築物 

②前面道路幅員が12m以下の場合 
 道路境界からXm離れた地点の高さ

が(6m+X)を超える建築物 

道路境界

X

道路境界

X



10 

４．住宅・建築物の耐震化の現状及び目標設定 

平成２５年１１月に法が改正され、不特定多数や避難弱者が利用する大規模な建築物

に対して耐震診断を義務付けるなど、建築物の耐震改修の促進に向けた取組みが強化さ

れたことに加えて、首都直下地震緊急対策推進基本計画（平成２７年３月３１日閣議決

定）において、住宅及び多数の者が利用する建築物の耐震化率を９５％（令和２年度末）

とする具体目標が掲げられ、平成２８年３月及び平成３０年１２月に基本方針の改正告

示により令和７年を目途に耐震性が不十分な住宅並びに診断義務付け対象建築物をお

おむね解消とする目標が明示されたところである。 

また、埼玉県耐震改修促進計画においても、このような国の方針及び埼玉県地域防災

計画等の関連する計画を受けて、令和７年度末における「住宅」、「多数の者が利用す

る建築物」及び「耐震診断義務化建築物」の耐震化率の目標を設定している。 

本市においてもこれらを踏まえ、令和７年度の耐震化率の目標をそれぞれ以下のとお

り設定する。

（１）対象建築物 

対象建築物は、住宅、多数の者が利用する建築物及び耐震診断義務化建築物とする。 

（表５） 

ここで住宅とは、戸建住宅、長屋及び共同住宅であり、賃貸・分譲に関係なく全ての

住宅を対象としている。 

また、多数の者が利用する建築物とは、法第１４条に定められている建築物で表６に

示す建築物のうち、法施行令（以下「政令」という。）で定める規模以上の建築物を対

象としており、耐震診断義務化建築物とは、本市においては法附則第３条の規定に基づ

き平成２７年１２月３１日までに耐震診断を行い、その結果を所管行政庁に報告が義務

付けられた表７に示す建築物（施行令附則第２条で定めるもので、同条に定める規模以

上のもの（以下「要緊急安全確認大規模建築物」という。）をいう。

表５ 対象建築物 

区   分 内     容 

住宅 
戸建て住宅、長屋、共同住宅（賃貸・分譲）を含む全ての
住宅 

多数の者が利用する建築物 法第14条第1号の政令で定める規模以上の建築物（表６）

耐震診断義務化建築物 要緊急安全確認大規模建築物（表７） 
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表６ 法第１４条第 1 号に規定する建築物 

用    途 規   模 

幼稚園、保育所 階数2以上かつ500㎡以上 

小学校

等 

小学校、中学校、中等教育学校の前期課程若

しくは特別支援学校 

階数2以上かつ1,000㎡以上

（屋内運動場の面積を含む）

老人ホーム、老人短期入所施設、身体障害者福祉ホー

ムその他これらに類するもの 
階数2以上かつ1,000㎡以上

老人福祉センター、児童厚生施設、身体障害者福祉セ

ンターその他これらに類する施設 

学校 第2号以外の学校 

階数3以上かつ1,000㎡以上

ボーリング場、スケート場、水泳場その他これらに類

する運動施設 

病院、診療所 

劇場、観覧場、映画館、演芸場 

集会場、公会堂 

展示場 

卸売市場 

百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗 

ホテル、旅館 

賃貸住宅（共同住宅に限る。）、寄宿舎、下宿 

事務所 

博物館、美術館、図書館 

遊技場 

公衆浴場 

飲食店、キャバレー、料理店、ナイトクラブ、ダンス

ホールその他これらに類するもの 

理髪店、質屋、貸衣装屋、銀行その他これらに類する

サービス業を営む店舗 

工場（危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する建築

物を除く） 

車両の停車場又は船舶若しくは航空機の発着場を構成

する建築物で旅客の乗降又は待合の用に供するもの 

自動車車庫その他の自動車又は自転車の停留又は駐車

のための施設 

保健所、税務署その他これらに類する公益上必要な建

築物 

体育館（一般公共の用に供されるもの） 1,000㎡以上 
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表７ 要緊急安全確認大規模建築物 

用    途 規   模 

幼稚園、保育所 階数2以上かつ1,500㎡以上

小学校

等 

小学校、中学校、中等教育学校の前期課程若

しくは特別支援学校 

階数2以上かつ3,000㎡以上

（屋内運動場の面積を含む）

老人ホーム、老人短期入所施設、身体障害者福祉ホー

ムその他これらに類するもの 
階数2以上かつ5,000㎡以上

老人福祉センター、児童厚生施設、身体障害者福祉セ

ンターその他これらに類する施設 

学校 第2号以外の学校 

ボーリング場、スケート場、水泳場その他これらに類

する運動施設 

階数3以上かつ5,000㎡以上
病院、診療所 

劇場、観覧場、映画館、演芸場 

集会場、公会堂 

展示場 

卸売市場 

百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗 
階数3以上かつ5,000㎡以上

ホテル、旅館 

賃貸住宅（共同住宅に限る。）、寄宿舎、下宿 

事務所 

博物館、美術館、図書館 

階数3以上かつ5,000㎡以上

遊技場 

公衆浴場 

飲食店、キャバレー、料理店、ナイトクラブ、ダンス

ホールその他これらに類するもの 

理髪店、質屋、貸衣装屋、銀行その他これらに類する

サービス業を営む店舗 

工場（危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する建築

物を除く） 

車両の停車場又は船舶若しくは航空機の発着場を構成

する建築物で旅客の乗降又は待合の用に供するもの 

階数3以上かつ5,000㎡以上
自動車車庫その他の自動車又は自転車の停留又は駐車

のための施設 

保健所、税務署その他これらに類する公益上必要な建

築物 

体育館（一般公共の用に供されるもの） 階数1以上かつ5,000㎡以上
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（２）住宅の耐震化の現状 

本市では、川口市地域防災計画において市内の建築物の実棟数から被害想定を検討し

ているが、ここでは国・県の算出方法に倣い、平成３０年に実施された住宅・土地統計

調査等の住戸数を基に耐震化の現状を算出する。 

これにより推計した令和元年度末の住宅の耐震化の現状は、住宅総数約２６．３万戸

のうち耐震性のある住宅が約２３．７万戸で、耐震化率は８９．９％となっている。（表

８） 

表８ 住宅の耐震化率の現状 

耐震性なし 耐震性あり

a b c d e(=a+d) f(=(c+d)/e)
平成25年
10月1日時点

53,539 30,490 23,049 188,581 242,120 87.4%

平成30年
10月1日時点

47,818 27,938 19,880 207,832 255,650 89.1%

令和2年
3月31日時点

46,672 26,647 20,025 216,505 263,177 89.9%

昭和56年6月
以降の新耐震
基準の住宅

計
耐震化率
（％）

昭和56年5月までの旧耐震基準の住宅

※「耐震性なし」：旧耐震基準の住戸のうちで耐震診断により耐震性ありと判明した住戸以外のもの 

（３）多数の者が利用する建築物の耐震化の現状 

本市における、令和元年度末時点での多数の者が利用する建築物の耐震化の現状は、

８８．７％である。（表９～表１１） 

（単位：戸）
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表９ 多数の者が利用する建築物全体の耐震化の現状（令和元年度末）（単位：棟）

耐震化率

耐震性なし 耐震性あり （％）

学校等 162 12 150 92 254 95.3%

病院・診療所 14 9 5 34 48 81.3%

劇場・集会場等 12 10 2 12 24 58.3%

店舗 11 10 1 27 38 73.7%

ホテル・旅館等 5 5 0 18 23 78.3%

賃貸住宅等 115 76 38 667 782 90.3%

社会福祉施設等 12 0 12 130 142 100.0%

消防庁舎 1 0 1 3 4 100.0%

その他の一般庁舎 9 7 2 10 19 63.2%

事務所 16 12 4 79 95 87.4%

運動施設 13 11 2 4 17 35.3%

遊技場 3 3 0 13 16 81.3%

公衆浴場 0 0 0 3 3 100.0%

飲食店 4 4 0 7 11 63.6%

銀行 15 6 9 2 17 64.7%

工場 12 12 0 63 75 84.0%

図書館・博物館 3 3 0 2 5 40.0%

駐車場 0 0 0 6 6 100.0%

その他 11 0 11 2 13 100.0%

計 418 180 237 1,174 1,592 88.7%

市有建築物
民間建築物

昭和56年5月までの旧基準の建築物 昭和56年6月
以降の新耐震
基準の建築物

計

※「学校等」：学校、幼稚園、保育所など 
※「劇場・集会場等」：劇場、集会場、映画館及び公会堂など 
※「ホテル・旅館等」：ホテル、旅館及び宿泊施設など 
※「賃貸住宅等」：賃貸住宅（共同住宅）、寄宿舎、下宿及び市営住宅など 
※「社会福祉施設等」：老人ホーム、身体障害者福祉ホーム及びその他これらに類するもの 
※「その他」：施行令第２条で定める公益上必要な建築物など 
※「耐震性なし」：旧耐震基準の建築物のうちで耐震診断により耐震性ありと判明した建築 

物以外のもの 
（以下同じ）



15 

表１０ 多数の者が利用する建築物（市所有）の耐震化の現状（令和元年度末）（単位：棟） 

耐震化率

耐震性なし 耐震性あり （％）

学校等 149 3 146 64 213 99%

病院・診療所 0 0 0 2 2 100%

劇場・集会場等 9 7 2 7 16 56%

店舗 0 0 0 0 0 －

ホテル・旅館等 0 0 0 0 0 －

賃貸住宅等 27 8 19 17 44 82%

社会福祉施設等 12 0 12 22 34 100%

消防庁舎 1 0 1 3 4 100%

その他の一般庁舎 9 7 2 10 19 63%

その他 13 7 6 5 18 61%

計 220 32 188 130 350 90.9%

市有建築物
昭和56年5月までの旧基準の建築物 昭和56年6月

以降の新耐震
基準の建築物

計
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表１１ 多数の者が利用する建築物（民間所有）の耐震化の現状（令和元年度末）（単位：棟） 

耐震化率

耐震性なし 耐震性あり （％）

学校等 13 9 4 28 41 78.0%

病院・診療所 14 9 5 32 46 80.4%

劇場・集会場等 3 3 0 5 8 62.5%

店舗 11 10 1 27 38 73.7%

ホテル・旅館等- 5 5 0 18 23 78.3%

賃貸住宅等 88 68 19 650 738 90.8%

社会福祉施設等 0 0 0 108 108 100.0%

事務所 14 10 4 79 93 89.2%

運動施設 5 5 0 1 6 16.7%

遊技場 3 3 0 13 16 81.3%

公衆浴場 0 0 0 3 3 100.0%

飲食店 4 4 0 7 11 63.6%

銀行 15 6 9 2 17 64.7%

工場 12 12 0 63 75 84.0%

駐車場 0 0 0 6 6 100.0%

その他 11 0 11 2 13 100.0%

計 198 144 53 1,044 1,242 88.4%

民間建築物
昭和56年5月までの旧基準の建築物 昭和56年6月

以降の新耐震
基準の建築物

計



17 

（４）耐震診断義務化建築物の耐震化の現状 

 本市では、要緊急安全確認大規模建築物に対して建築物の所有者への継続的な個別訪問

や支援制度の拡充により重点的に耐震化の促進を図っている。

 耐震診断義務化建築物の令和元年度末時点の耐震化の現状は８７．１％である。（表１２）

表１２ 耐震診断義務化建築物の耐震化の現状（令和元年度末） 

耐震性なし 耐震性あり 公共建築物 民間建築物

ａ ｂ ｃ ｄ＝ｃ／ａ ― ―

学校等 59 0 59 100.0% 100.0% －

病院・診療所 1 1 0 0.0% － 0.0%

劇場・集会場等 4 4 0 0.0% 0.0% 0.0%

店舗 4 2 2 50.0% － 50.0%

ホテル・旅館等 － － － － － －

賃貸住宅等 － － － － － －

社会福祉施設等 － － － － － －

消防庁舎 － － － － － －

その他の庁舎 1 1 0 0.0% 0.0% －

その他 1 1 0 0.0% 0.0% －

合計 70 9 61 87.1% 92.2% 33.3%

用途分類

昭和56年5月までの旧基準の建築物 進捗率（％）

（５）本計画における耐震化の目標 

本市における、住宅、多数の者が利用する建築物及び耐震診断義務化建築物の令和７

年度における耐震化率の目標は表１３のとおりである。 

住宅については、国土交通省が設置した専門家、有識者からなる「住宅・建築物の耐

震化率のフォローアップのあり方に関する研究会」の提言を、耐震診断義務化建築物に

ついては、国の基本方針及び国土強靭化計画2020に則し定めた。 

また、多数の者が利用する建築物のうち、公共建築物は、災害時に活動拠点や避難施

設に活用されること、民間建築物は、多くの市民に被害が及ぶおそれがあることを考慮

し、現状の進捗状況を踏まえて定めた。 
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表１３ 令和７年度における耐震化率の目標 

令和元年度 

実績（目標） 

令和２年度 

推計実績（目標）

改訂後の目標

令和７年度 

住宅 
８９．９％ 

（９５％） 

９０．３％ 

（９５％） 
９５％ 

多数の者が

利用する 

建築物 

市

有 

９０．９％ 

（９５％） 

９１．７％ 

（９５％） 
おおむね解消 

民

間 

８８．４％ 

（９５％） 

８９．０％ 

（９５％） 
おおむね解消 

耐震診断義務化 

建築物 
８７．１％ おおむね解消 

第３ 建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための施策に関する事項 

１．耐震診断及び耐震改修の促進に係る基本的な方針 

住宅・建築物の耐震化の促進のためには、まず、住宅・建築物の所有者等が、地震防災対 

策を自らの問題、地域の問題であるとの意識を醸成することが不可欠である。 

 また、多数の者が利用する建築物（民間建築物）及び緊急輸送道路閉塞建築物の耐震化の

促進については、住宅と同様、所有者への意識啓発や負担軽減が重要である。 

 上記の建築物は日常生活において多くの市民が利活用することから、耐震性が不十分な場

合は地震発災時に大きな被害が発生することが予想されるため、多数の者が利用する建築物

及び緊急輸送道路閉塞建築物の所有者に耐震改修の必要性を啓発するとともに、耐震化が図

られるよう働きかける。 

本市は、目標とする耐震化率達成のために、建築物の所有者の意向や耐震化を行うにあた

っての障害となっている内容等を専門家による個別訪問を通じて確認し、耐震化についての

最適な手段（改修・建替等）の比較・検討（コスト・工期・居住環境等）により、建築物の

所有者の意思決定の支援を行い建築物の耐震化を促進するとともに住宅、多数の者が利用す

る建築物、耐震診断義務化建築物及び緊急輸送道路閉塞建築物の所有者に対して、表１４の

ような取り組みを行っていく。 

８９．７％
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表１４ 耐震化の促進に向けた施策 （◎：対象、○：一部該当） 

施策 住宅

多数の者が利

用する建築物

緊急輸送

道路閉塞

建築物 

耐震診断

義務化 

建築物 

（１）

ア．川口市既存建築物耐震診断補助

事業 
◎ 

○ 

埼玉県が定める要綱に該当の場合

補
助
・
助
成
制
度

イ．川口市既存建築物耐震改修補助

事業 
◎  〇 ◎ 

ウ．川口市住宅改修資金助成事業 ◎   

エ．埼玉県住宅供給公社による住宅

政策貢献事業 
  ◎ 

オ. 川口市既存ブロック塀等安全対

策補助事業 

〇 

通学路に面したブロック塀

カ．川口市空家対策基本事業 ○ 

空家

（２）融資制度 ◎   

（３）税制措置 ◎ ○ ○ ○ 

（４）無料簡易診断 ◎    

（５）無料建築相談 ◎ ○ ○ ○ 

（６）計画認定 ◎ ◎ ◎ ◎ 

（７）耐震マーク表示制度 ◎ ◎ ◎ ◎ 

（８）耐震サポーター登録制度 ◎ ◎ ◎ ◎ 

２．耐震診断及び耐震改修の促進を図るための支援策の概要 

本市は耐震診断及び耐震改修の促進を図るために次の支援を行う。 

（１）補助並びに助成制度 

補助並びに助成制度は以下の事業に基づき実施する。 

ア. 川口市既存建築物耐震診断補助事業 

イ． 川口市既存建築物耐震改修補助事業 

ウ. 川口市住宅改修資金助成事業 

エ. 埼玉県住宅供給公社による住宅政策貢献事業 

オ. 川口市既存ブロック塀等安全対策補助事業 

カ． 川口市空家対策基本事業 

（※詳細については各要綱に規定のとおり） 
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（２）融資制度 

川口市既存建築物耐震改修補助事業を利用して耐震改修工事を実施した場合には、指

定の金融機関による耐震改修ローンを特別金利にて融資できるようにしている。 

耐震診断の補助金を交付する際には、こうした融資制度のチラシを配布し、改修工事

結び付く様に働きかけを行っている。 

（３）税に関する措置の活用 

耐震改修工事を行った建築物に対して、耐震改修促進税制による固定資産税や所得税

の減額措置がとられている。 

（４）無料簡易診断の実施 

本市では、2階建て以下の木造一戸建て住宅（原則として平成12年以前に建築された

もの）について、コンピュータによる無料簡易耐震診断を実施する。 

（５）無料建築相談会の実施 

リフォーム工事契約に伴う消費者被害を防ぎ、また、住宅及び建築物の所有者等が安

心して耐震改修を実施できる環境を整備する必要がある。本市では、住宅及び建築物の

所有者等が安心して耐震改修を行えるよう毎月２回の無料建築相談を開催する。 

（６）計画認定 

耐震改修促進法第１７条の規定に基づき、建築物の耐震改修をしようとする者から、

床面積が増加する耐震改修工法における容積率、建ぺい率の特例措置の計画認定の申請

があった場合、その内容を精査した上で認定を行う。 

（７）耐震マーク表示制度 

耐震改修促進法第２２条の規定に基づき、地震に対する安全性を確保している建築物

に対する認定を行うとともに、ホームページ等を通じて耐震認定マークについて周知す

る。 

（８）耐震サポーター登録制度 

埼玉県では、建築物の所有者等の耐震化に関する疑問や不安等を解消するための相談 

窓口のひとつとして、県内の建築士事務所や施工業者を「耐震サポーター」として登録

する制度を設け、登録された耐震サポーターの名簿を作成、公表をしている。 

本市においても、この制度を活用して耐震化に関する相談に対応する。 
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（９）耐震化緊急促進アクションプログラム 

本計画に定めた目標達成に向け、住宅所有者に対する直接的な耐震化促進、耐震診断

実施者に対する耐震化促進、改修事業者の技術力向上及び市民への周知・普及を図ると

ともに住宅所有者の経済的負担の軽減を図ることが重要である。 

このため、川口市住宅耐震化緊急促進アクションプログラム（以下「アクションプロ

グラム」という。）の策定に向けた取組を行う。 

（１０）新耐震基準の木造住宅への対応 

平成28年4月に発生した熊本地震においては、新耐震基準の木造住宅のうち、平成12

年5月31日以前に建築されたものについても、倒壊等の被害が確認された。 

このことから、市及び県は適切な役割分担のもと、必要に応じて新耐震基準以降の既

存耐震不適格建築物への地震対策の促進に努める。 

（１１）その他 

民間建築物に対する耐震診断及び改修工事への補助の拡充を今後検討する。 

第４ 建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識の普及に関する事項 

本市は、本計画の概要版としてパンフレットを作成する。作成したパンフレットにつ

いては、本市のホームページに掲載するとともに、各種イベントの際にも配布を行い、

知識の普及・啓発に努める。 

また、地震に対する安全性の向上に関しての啓発及び知識の普及について、下記の取

組みを行う。 

１．川口市防災ハンドブック「防災本」 

市民や建築物の所有者等に地震災害に対する危険性を認識してもらい、地震防災対策

が自らの問題、地域の問題として意識できるよう、地震による危険性の程度を示す「防

災本」を配布し、市民に情報提供を行う。 

２．町会・自治会等との連携 

耐震化の促進は、住宅・建築物の所有者等が自主的、積極的に取り組む必要があるが、

建築物の倒壊や火災等による二次災害を防止するためには、地域が連携して地震対策に

取り組むことが重要である。 

本市は、災害発生時に市民が結集して地域で活動できるよう、「川口市自主防災組織

育成指導要綱」を定め自主防災組織の育成を図っており、今後も組織結成の促進・充実

化を図るとともに防災資機材整備等による補助制度の充実に努める。 

また、自主防災連絡会においてもパンフレットを配布し、町会・自治会等への耐震化

の促進に関する情報提供を行う。 

３．防災出前講座の活用 

本市では、各種団体、事業所、建築物の所有者等から要望があった場合には、防災に
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ついての出前講座を開催している。 

こうした出前講座を活用し、パンフレットを配布し、耐震化の促進に関する情報提供

を行う。 

４．その他地震時の安全対策に係る取組み方針 

地震による人身被害や財産の被害を防止するためには、建築物を耐震化するだけでは

充分とはいえない。過去の地震でもブロック塀の倒壊による死亡事故などのほか、窓ガ

ラス、天井等の破損、落下及び脱落やエレベーターの停止による閉じ込めなどによる被

害が発生しており、これらの対策は重要である。 

このため、既存ブロック塀等の安全確保ほか、建築物、昇降機及び建築設備等の定期

報告制度等を活用し、建物所有者に対して防止策の普及啓発や改善指導を行う。 

第５ 建築基準法の規定による安全性確保の措置に関する事項 

１．法による指導等の実施 

本市は、表１５の対象建築物の所有者等に対し、耐震診断及び耐震改修の的確な実施

を確保するため、必要に応じて法第15条第1項の規定に基づく指導・助言並びに同条第2

項に基づく指示等を実施する。 

（１）指導及び助言の方法 

指導及び助言は、既存建築物の耐震診断及び耐震改修の実施を促すため、多数の者が

利用する建築物の所有者に行う。 

（２）指示の方法 

指示は、指導及び助言のみでは、耐震診断及び耐震改修を実施しない場合において、

その実施を促し、さらに協力が得られない場合には、具体的に実施するべき事項を明示

した指示書を交付する等の方法を行う。 

なお、指示は、指導及び助言したものについてのみできるということではなく、指導

及び助言を経なくてもできるものとする。 

（３）指示に従わないときの公表の方法 

公表は、正当な理由がなく、耐震診断及び耐震改修の指示に従わないときに行う。 

なお、当該建築物の所有者が指示を受けて直ちに指示の内容を実施しない場合であっ

ても、耐震診断及び耐震改修の実施計画を策定し、計画的な耐震診断及び耐震改修が確

実に行われる見込みがある場合などについては、その計画を勘案し、公表の判断をする。 
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表１５ 指導・助言等の規定対象 

対象建築物 
建築物の所有者

に対する規定 

建築物の用途・

規模等の規定 

本市に対する 

規定 

特定既存耐震

不適格建築物 

（法第１４条） 

多数の者が利

用する建築物 

（法第１４条第１号）

努力義務 令第６条各項 
指導、助言、指

示、命令、公表

緊急輸送道路

閉塞建築物 

（法第１４条第３号）

同上 
本促進計画に

記載した道路 
同上 

その他既存耐震不適格建築物 

（法第１６条第２項） 
同上  指導、助言 

２．建築基準法に基づく勧告又は命令等の実施 

前項の法による指導等はもとより、構造耐力上主要な部分の地震に対する安全性につ

いて著しく保安上危険であると認められる建築物については、建築基準法第１０条第３

項の規定に基づき改修命令等を行う。 

第６ その他建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に関して必要な事項 

１．関係団体等による協議会の活用 

本市は、県、市町村及び建築関連団体で構成される「彩の国既存建築物地震対策協議

会」を活用し、会員相互の情報交換を行いながら災害発生時の体制づくりを行っていく。 

尚、この協議会は、令和２年４月時点において会員７５団体（埼玉県、６３市町村及

び１１建築関係団体）で構成されている。 

２．その他 

地震による損害を補償する地震保険については、平成３０年度末の加入率が全国平均

で約３２．２％、埼玉県の加入率が約３２．３％である。大規模な地震災害発生後の復

旧を速やかに図るためには、地震保険の活用は大変効果がある。 

本市は地震保険の保険料及び補償内容などの情報提供に努め、地震保険の加入促進を

図る。


